
 

 

付 議 第 ４ 号 

 

平成 25 年度高知県一般会計補正予算に係る意見聴取に関する議案 

 

 

 平成 25 年 12 月高知県議会定例会提出予定の別紙議案に係る地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 29 条の規定に基づく

高知県知事からの意見聴取に対し、適当であると認めることについて、高知県

教育委員会事務委任規則（平成４年高知県教育委員会規則第１号）第２条第５

号の規定により議決を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高知県教育委員会事務委任規則 

 第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。 

(５) 教育予算その他議会の議決を経るべき事件の議案について意見を述べること。 

 



教育委員会（一般会計） （単位：千円）

一般財源

（国） △ 788,275
（諸） △ 251

（国） 8,046
（使） △ 1,426
（手） △ 1,401
（諸） △ 225

（国） 23,334
（諸） 39 △ 297,872

（寄） 1,000

（国） △ 756,895
（使） △ 1,426
（負） 1,775
（手） △ 1,401
（寄） 1,000
（諸） △ 437

△ 3,105,257 △ 2,347,873

（負）

△ 274,499

△ 45,718 △ 47,4931,775

△ 660,583

△ 2,119,272 △ 1,330,746

△ 655,589

△ 10,179 △ 11,179

既計上予算額 備考補正見込額
左 の 財 源 内 訳

特定財源

特別支援教育課

計

小 中 学 校 課

高 等 学 校 課 17,865,381

45,139,781

教 育 政 策 課 2,241,391

課名

88,315,179

平成２５年度１２月補正予算総括表

生 涯 学 習 課 1,243,655

6,672,508

別紙１ 



  　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
　　　　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等の補正に関する調書
　　  　　   追　　　　加 （単位千円）

前年度末までの 当該年度以降の 左の財源内訳
課　名 事　　　　　項 限　　　　　度　　　　　額 支出(見込)額 支出予定額 特定財源 一般財源

期　　　間 金額 期　　　間 金額 国庫支出金 地方債 その他
教員採用選考審査筆記問題

教 職 員 作成等委託料 9,711 平成25年度 9,711 9,711
・ 福 利 ～平成26年度

子ども・子育て支援新制度
幼 保 電子システム構築等事業費 261,239 平成25年度 261,239 (入) 261,239
支 援 補助金 ～平成26年度

保育所・幼稚園等高台移転
幼 保 施設整備事業費補助金 230,232 平成25年度 230,232 (入) 230,232
支 援 ～平成26年度

基礎学力把握検査等委託料
高 等 3,409 平成25年度 3,409 3,409
学 校 ～平成26年度

外国語指導助手配置委託料
高 等 19,656 平成25年度 19,656 19,656
学 校 ～平成26年度

スクールバス運行委託料
特 別 支 11,184 平成25年度 11,184 11,184
援 教 育 ～平成26年度

（高知若草養護学校）
スクールバス運行委託料

特 別 支 62,646 平成25年度 62,646 62,646
援 教 育 ～平成28年度

（高知若草養護学校）
スクールバス運行委託料

特 別 支 15,216 平成25年度 15,216 15,216
援 教 育 ～平成28年度

（中村特別支援学校）

別
紙
２

 



（一般会計）

　　繰越明許費明細書

追　　加
（単位千円）

（学校安全対策課）

款 項 目 事　　　　業　　　　名 金　　　額
左 の う ち
繰 越 予 定 額

説　　　　　　　　　　明

13 1,148,322 1,148,322

1 教 育 総 務 費 1,148,322 1,148,322

4
学 校 施 設 等
整 備 費

1,148,322 1,148,322

施 設 整 備 費 1,017,902 1,017,902 計画調整に日時を要したため

維 持 修 繕 費 130,420 130,420 計画調整に日時を要したため

教 育 費

別
紙
３

 



　　

金額 （一） （国） （その他）

1
生涯
学習

図書館活動費
県民の読書環境向上を目的とした寄付
・山本貴金属地金（株）：1,000千円 1,000 1,000 参考資料２

　　小　　計 1,000 0 0 1,000

2
教育
政策

一般職給与費
（事務局職員） △ 45,718 △ 47,493 1,775

3
小中
学校

教職員給与費
（小・中学校教職員） △ 2,119,272 △ 1,330,746 △ 788,275 △ 251

△ 1,426

△ 1,401

△ 225

5
特別
支援
教育

教育職給与費
（特別支援学校教職
員）

△ 274,499 △ 297,872 23,334 39

6
生涯
学習

一般職給与費
（青少年教育施設、図
書館）

△ 11,179 △ 11,179

△ 3,106,257 △ 2,347,873 △ 756,895 △ 1,489

△ 3,105,257 △ 2,347,873 △ 756,895 △ 489

7
教職員
・福利

＜債務負担行為＞
教員採用選考審査筆記
問題作成等委託料

平成27年度教員採用候補者選考審査における筆記審
査問題の作問等に係る業務委託 9,711 9,711

8
幼保
支援

＜債務負担行為＞
子ども・子育て支援新
制度電子システム構築
等事業費補助金

子ども・子育て支援新制度の施行に向けて必要とな
る電子システム導入経費に対する補助
・補助率：定額
・補助先：市町村

261,239 261,239

9
幼保
支援

＜債務負担行為＞
保育所・幼稚園等高台
移転施設整備事業費補
助金

保育所等の高台移転に伴う施設整備への補助
・補助率：3/4以内
・補助先：土佐清水市（公立３施設→１施設に統
合）

230,232 230,232 参考資料３・４

10
高等
学校

＜債務負担行為＞
基礎学力把握検査等委
託料

県立高校６校（安芸、南、追手前、小津、西、中
村）の新１年生に対して、合格者登校日以降（３月
中）に行う基礎学力把握検査の実施・結果分析に係
る経費

3,409 3,409

11
高等
学校

＜債務負担行為＞
外国語指導助手配置委
託料

平成26年度外国語指導助手配置業務
山間部及び僻地校への民間委託ALT（５名）の配置 19,656 19,656

12
特別
支援
教育

＜債務負担行為＞
スクールバス運行委託
料

県立特別支援学校のスクールバス運行委託料（高知
若草養護４コース、中村特別支援１コース） 89,046 89,046

613,293 121,822 0 491,471債務負担行為計

・特例減額

・平成25年度当初推計額との調整

・時間外勤務手当等の増額

12月補正合計

　　小　　計（人件費）

4
高等
学校

教職員給与費
（高等学校教職員）

備　考

教育委員会事務局　平成２５年１２月補正予算案の概要

連番

補正額（千円単位）

概　　要課名 事業名

△ 660,583 8,046△ 655,589

参考資料１ 

（寄） 

（諸） 

（使） 

（諸） 

（手） 

（諸） 

（負） 

（入） 

（入） 



 

平成２５年度 図書購入費寄附金（１２月補正分）について 

 

○寄附者 山本貴金属地金株式会社 

     （やまもとききんぞくぢがねかぶしきがいしゃ） 

     本社：〒543-0015 大阪府大阪市天王寺区真田山町３−７ 

     香南市に同社の第一、第二工場、高知大学医学部内に研究室がある。 

 

○本年度寄附額 １,０００千円 （役職員 11 名による寄附金の合計） 

H25.11.5 県への収納を確認。今回で６年連続。 

 

○過去の同社からの図書購入費寄附金について 

 ・Ｈ20 1,100 千円（４１９冊購入） 

   高知県地場産業大賞「地場産業賞」・「中小企業優秀技術・新製品賞 奨

励賞」を同社が受賞し、その副賞賞金の一部 100 千円と、ふるさと納税制

度による同社役職員９名による寄附 1,000 千円、合わせて 1,100 千円の寄

附をいただいた。 

   ※役職員９名の寄附額合計は 1,600 千円で、うち 600 千円は香南市に贈られた。 

 ・Ｈ21 1,100 千円（役職員 15 名による。４０５冊購入） 

 ・Ｈ22 1,100 千円（役職員 15 名による。３５０冊購入）  

※同年度は同社とは別に個人から 2,000 千円の寄附があり 797 冊を購入。 

 ・Ｈ23 1,000 千円（役職員 11 名による。４６７冊購入）  

 ・Ｈ24 1,000 千円（役職員 11 名による。４２５冊購入）  

 ・Ｈ25 1,000 千円（役職員 11 名による）  

※別途「LED で ECO になる会」から 500 千円の寄附があり９月補正済。 

 

○購入図書について 

 「県内の人材育成に貢献したい」との同社の意向に沿って、多くの分野に応

用が可能であるコンピュータープログラミング、Web デザインなどＩＴ関連の

図書を県立図書館で選書し購入している。 

 これらの図書で構成された「ヤマキン・ライブラリー」のコーナーを同図書

館２階のジョブ･コーナー内に設置している。 

 

 

参考資料２ 



 

 
 乳幼児を安全に避難させるには、職員のみでは限界がある。 
 乳幼児は、自力での避難が困難なため時間を要する。 
 安全な避難場所の確保が難しい場合がある。  

【新】保育所・幼稚園等高台移転施設整備事業費補助金 

 南海トラフ地震に伴い発生する津波から、幼い子どもたちを守るために、保育所等においては、耐震化や室内安全の確保、避難訓練の充実等の対
策を行っている。 しかし、新想定の発表後、これまでの対策に加え、市町村においては抜本的な津波対策として高台移転の具体的な検討が進められ
ており、県としても高台移転に対して支援を行い、今後の県の将来を担う子どもたちの安全確保を図る。 

 

 

 

 

30cm到達時間別

保育所

幼稚園

認定こども園

(地方裁量型)

割合

保育所

幼稚園

認定こども園

(地方裁量型)

割合

1 0.8% 10 8.2%

9 7.4% 24 19.7%

28 23.0% 26 21.3%

29 23.8% 31 25.4%

21 17.2% 31 25.4%

22 18.0% 122 100.0%

10 8.2%

2 1.6% ※全園数：314園

122 100.0%計

0.3～1.0m

計

0～0.3m

最大浸水深別

最大浸水深

5.0～10.0ｍ

1.0～2.0m

津波
到達時間

15.0～20.0m 10～20分

10.0～15.0ｍ 20～30分

30～40分

3.0～5.0m 40～60分

2.0～3.0m 60～　　分

目 的 

現 状 

 
避難場所の
見直し 

【第2弾】南海トラフの巨大地震による震度分布・
津波浸水予測（H25.4.1現在） 

 

◆高台移転を検討中・・・９市町１９カ所（２５園） 

  （１）移転先が決定・・・３市町３カ所（６園） 

  （２）移転先の候補地が決定・・・２市町２カ所（２園） 

  （３）その他・・・７市町１４カ所（１７園） 
        
   

高台移転の検討状況 

 

 

 

①補助対象施設：保育所・幼稚園・認定こども園 

②補助先：市町村（保育所については、高知市を除く）、 

     私立幼稚園設置者、私立認定こども園設置者 

③補助要件 

 ・津波浸水予測区域外への移転 

 ・市町村が、乳幼児を津波から守るため高台移転が適当と判断したもの 

 ・被災後の地域における継続的な保育の提供の確保（ＢＣＰ）が必要な場合 

  など、総合的に判断。 

④補助基準額 

 ・施設の定員規模に応じた補助基準額（本体工事、特殊附帯工事、設計料加算） 

 ・ＢＣＰへの対応に係る整備費を加算した額。 

⑤補助率：３／４以内 

 ・公立保育所：3/4補助（県3/4、事前復興の観点から災害復旧と同等。 

             高知市を除く。） 

 ・私立保育所：3/4補助（安心こども基金1/2、県1/4。高知市を除く。） 

 ・公立幼稚園：3/4補助（国1/3、県5/12） 

 ・私立幼稚園：3/4補助（国1/3、県5/12） など 

⑥補助期間：平成２５～２７年度 

          じしんまん 

高知県防災キャラクター 
©やなせたかし 

避難するうえでの課題  

抜
本
的
な
津
波
対
策 

高台移転に伴う施設整備への支援を行う 
（高知県職員等こころざし特例基金を活用） 

 
県独自の財政支援の 

創  設 

 
避難訓練の
充実 

幼保支援課 
H25.12補正予算見積額【債務負担行為】 （入）230,232千円 

つなみまん 

参
考
資
料
３

 



土佐清水市 保育所高台移転 
 

 

浦尻保育園 

津波浸水深 5~10ｍ 

津波到達時間 10~20分 

定員 50人 

実員 32人（H25.4） 

清水保育園 

津波浸水深 10~15ｍ 

津波到達時間 10~20分 

定員 120人 

実員 102人（H25.4） 

旭保育園 

津波浸水深 5~10ｍ 

津波到達時間 10~20分 

定員 100人 

実員  55人（H25.4） 

新保育園 建設予定地 

標高 50ｍ 

構造 木造一部軽量鉄骨造平屋建 

建物総面積 1,849.39㎡ 

定員 222人 

【高台移転施設整備事業費補助金】 

総事業費  539,676千円 

補助基準額 306,977千円（56.9%） 

補助額   230,232千円（42.7%）＜補助率 3/4＞ 

      （こころざし基金） 

※市町村負担  緊急防災・減災事業債（予定） 

 

参
考
資
料
４
 


